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港湾運営 

●サンペドロ湾にロサンゼルス港 隣接してロングビーチ港 

●１９０７年 港湾委員会設立 ロサンゼルス港の誕生 

●１９１１年 沿岸の土地と海面を港湾経営のために信託  （州→市） 

●信託を受けた土地等の収入は港湾への再投資が義務付け 

●港湾局の運営は独立採算 

●水域・陸域の管理面積は約3,034ha 
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港湾委員会と港湾局長 

港湾委員会 
• 委員は５名で構成 

• 任期は５年 市長により任命 

• 資格要件は無い 

• 無報酬 

• ボードミーティング（公開） 

港湾局長 
• 港湾委員会が市長と議会の承認を得て任命 

• GeneSeroka局長（２０１４年６月就任） 

• ＡＰＬ元社長 

• 市長の政策を反映する人物が歴代選任 
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組織機構 

●執行機関として港湾局長をトップに５部門で構成 

●港湾局職員 約１，０００名 

●米国の港湾管理者初の環境課を設置(1973) 

●Port Piｌots 

●Port Police 
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予算 （２０１６年度） 

●歳入 ◆営業収入 

●歳入１，１６９百万ドル 

 ・営業収入（３８％） 

 ・繰越金（３７％） 

 ・その他借入金、補助金等 

 

 

 

 

◆営業収入４５３百万ドル 

 ・シッピングサービス関連 

  ターミナル貸付収入（８５％） 

 ・その他土地建物貸付収入 
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戦略計画 （２０１２－２０１７） 

◆目標１：更なる成長に向け基盤整備を促進 

◆目標２：効率・安全・環境に配慮した持続可能なサプライチェーンの構築 

◆目標３：施設等の資産を活用し収益を確保 

◆目標４：ステークホルダーとの関係強化 
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港湾の開発 

●航路・防波堤  連邦政府が整備 

  航路拡幅増深の港湾局負担割合 45ft以下の場合35％、45ｆｔ以上の場合60％ 

  維持浚渫の港湾局負担割合    45ｆｔ以下の場合0％、45ｆｔ以上の場合50％ 

●岸壁・用地造成 

  岸壁・ターミナル用地の下物整備は港湾局 地主型Landlord Port 

●鉄道 

 アラメダコリドー 

 民間鉄道会社２社が運営 

 約20マイル 港と市街地を結ぶ 

 環境対策として10マイルは半地下 

 全体事業費 総額２４億ドル 
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環境戦略  

●カリフォルニア州の環境対策の経緯と背景 

ＣＡＲＢ（カリフォルニア州大気資源局）の調査結果 

Ｓｏｕｔｈ Ｃｏａｓｔ Ａｉｒ Ｂａｓｉｎ 

２００６年 温暖化解決のための州法 

シュワルツネッガー州知事 段階的な削減目標 

 

 ●ロサンゼルス港の環境対策の経緯と背景 

１９９０年代後半コンテナターミナル周辺地域の大気汚染等が問題化 

チャイナシッピング訴訟（２００１年） 

タスクフォースの設置からＣＡＡＰへ 
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ＣＡＡＰ（Ｃｌｅａｎ Ａｉｒ Ａｃｔｉｏｎ Ｐｌａｎ） 

●ロサンゼルス港及びロングビーチ港 共同委員会を開催 

●２００６年 ＣＡＡＰ（サンペドロ湾大気清浄化行動計画）を承認 

●２０１０年 アップデート （２０１７年度 更新予定） 
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具体的な環境施策 外航船舶に関する取組 

●船舶減速プログラム （Ｏｃｅａｎ Ｇｏｉｎｇ Ｖｅｓｓｅｌ） 

●船舶陸電 ＡＭＰ（Ａｌｔｅｒｎａｔｉｖｅ Ｍａｒｉｎｅ Ｐｏｗｅｒ）  ７２％設置完了 

●ＳＯｘ削減のための燃料規制 

●クリーンシップ・インセンティブ・プログラム（ＥＳＩ：Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｓｈｉｐ Ｉｎｄｅｘ） 



11 

具体的な環境施策 陸上輸送等に関する取組 

鉄道 

クリーン・トラック・プログラム 荷役機械 

港内船 
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その他取組 オフピーク・プログラム 緩衝緑地 

オフピーク・プログラム 

 昼間のゲート混雑緩和を図るため夜間の利用を促し搬出入トレーラーの平準化利用 

 昼間の利用者（トラッカー）からは課徴金を徴収 夜間利用は無料 

 交通渋滞の緩和と大気汚染の改善 

 ピアパス(Pier PASS)が運営 

 ピーク時（昼間）５６％ ： オフピーク（夜間）４４％ 

 

 

ウィルミントンパーク（緩衝緑地） 

 ＴｒａＰａｃターミナル拡張事業に伴う緩衝緑地 

 港湾事業による住民との影響緩和のための基金 

 ３０エーカーに及ぶ公共緑地帯を整備 

 広場、サイクリングロードとして一般公開 
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考察１  港湾経営・港湾委員会 

●港湾経営について 

◆港湾管理者のリーダシップのもと戦略計画書を自港の羅針盤として作成
◆港勢・集荷の拡大に向け新たなパートナーづくりの必要性 

◆管理者の業務活動範囲を拡げ、広い視野を持ち港湾運営にあたる 

 独立採算による港湾経営 

 強いリーダーシップと戦略計画（ＰＤＣＡ） 

 ステークホルダーとの関係を重視 

 広範囲な業務活動によるロジスティクス戦略 

 

●港湾委員会について 

 公開の場での討議、審議による事業の透明性・公平性の確保 

 毎月定例的な委員会開催による意思決定・合意形成の迅速性 

◆港湾管理者は、住民と行政、保全と開発、生活と産業の均衡を図り、港湾 
 の発展に導く役割であること 
◆地域住民との合意形成プロセスの重要性 
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考察２  環境戦略  

●環境戦略について 

港湾の環境を戦略的に実施していくため 

◆国・県市の環境行政部局との連携が不可欠 

◆職員の環境に対する能力開発、資質の向上を図る 

◆港湾利用者（船舶・港運・トラック事業者等）と一体となって取り組む 

◆積極的なセールス活動につなげていく 

 明確な削減目標値の設定 

 ＰＤＣＡの体制 

 環境は単なる「対策」ではなく「戦略」 

 世界をリードする先導的役割 

 港の強みとして積極的にアピール 


